
契約管財課 

議案第６２号 

住民記録・国保・年金・税務システム用ソフトウェアの 

購入について 

 

１ 購入の目的 

  住民記録・国保・年金・税務システムの更新 

２ 入札（見積）経過調書 

  別紙１のとおり 

３ 購入物品 

  別紙２のとおり 

４ システムの概要 

  別紙３のとおり 

５ 納入場所 

  港区指定場所 

６ 納期 

  令和２年１１月３０日  

令和２年６月２９日 資料№８ 
総 務 常 任 委 員 会 



契約管財課

契約番号
事務機器・情報処理用機器 詳細業種業    種

予定価格¥106,053,200

摘要

02港契約第0020000060号 業務区分 物品購買

住民記録・国保・年金・税務システム用ソフトウェアの購入

総価契約

港区指定場所

落札方法 価格競争
契約方法

 10時0分開札日時

納入場所
納入期限
入札方法 随意契約

決定業者
東京都港区東新橋一丁目５番２号

富士通株式会社 東京支社

令和2年11月30日

入札（見積）経過調書

項
番

1
96,412,000

令和2年5月21日

件名

決定

区内

3

4

5

9

2

10

6

7

8

富士通株式会社 東京支社

企業名又は委任先名
1回目

価格(円)
(評価値)

2回目
価格(円)
(評価値)

3回目
価格(円)
(評価値)

決定金額

備考

別
紙

１

【随意契約】随意契約とした理由：別紙のとおり
 本契約は、02港契約第0020000060号決裁により契約相手方が決定しましたが、本契約による財産の取得
が「港区議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例」第4条に該当するため、本契
約の締結日を議決日とすることについて協議します。

東京支社長 遠藤 光憲

１



件名：住民記録・国保・年金・税務システム用ソフトウェアの購入 

 

 

随意契約とした理由 

 

本件は、住民記録・国保・年金・税務システムで使用するサーバＯＳのサポートが終了することに伴う更新です。 

   住民記録・国保・年金、税務システムは当該事業者が開発したシステムです。 

購入物品は、システムを開発した当該事業者のみから購入することができます。 

 

以上のことから、富士通株式会社東京支社を契約相手方として随意契約を締結します。 

 

 
２



別紙２

項番 購入物品 数量 金額(税抜)（円）

1 運用環境構築ソフト 一式 46,365,800

2 帳票用ソフト 一式 25,115,800

3 データ連携用ソフト 一式 6,793,000

4 住民基本台帳ネットワーク連携用ソフト 一式 7,690,600

5 端末環境用ソフト 一式 9,646,800

6 印影イメージ用ソフト 一式 800,000

96,412,000

※ 今回の更新で追加した機能はありません。

購入物品一覧

合計

   ３



 

 

住民記録・国保・年金・税務システムの概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（住民記録システムとは） 

     住民基本台帳及び印鑑登録情報の管理や、住民票などの帳票発行を行うための 

システム 

（主な機能） 

機能 内容 

住民基本台帳管理  住民基本台帳の管理、各種証明書発行 

印鑑登録情報管理  印鑑登録情報の管理、印鑑登録証明書の発行 

データ連携 住民基本台帳ネットワークシステムとの連携 

 

（国保・年金システムとは） 

    国民健康保険業務及び国民年金業務を行うためのシステム 

（主な機能） 

機能 内容 

国民健康保険  
被保険者の資格管理、被保険者証の発行、給付、保険

料の賦課・収納 

国民年金  資格情報管理、給付情報管理 

税
務
シ
ス
テ
ム 

国
保
・
年
金
シ
ス
テ
ム 

住
民
記
録
シ
ス
テ
ム 

 

行政情報システム 

別紙３ 

４ 

各業務システム 

システム共通基盤 



 

 

（税務システムとは） 

     個人住民税の賦課及び徴収、軽自動車税の賦課及び徴収に関する業務を行う 

ためのシステム 

（主な機能） 

機能 内容 

個人住民税情報管理  個人住民税の賦課・収納、証明書発行 

軽自動車税情報管理  軽自動車税の賦課・収納、証明書発行 

 

５ 


